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川崎市障害保健福祉部障害計画課担当課長 

訓練等給付に係る本支給決定への移行及び標準利用期間延長に係る様式の制定について 

 日頃より本市障害福祉施策の推進に御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 さて、訓練等給付（就労継続支援Ｂ型、就労定着支援、自立生活援助及び共同生活援助を除く。）は、

暫定的に支給決定を行いますが、本支給決定への移行にあたって、事業所が提出したアセスメント内容、

個別支援計画及び当該計画に基づく支援実績及びその評価結果を基に、本市にて継続の可否を審議する

こととしております。

また、標準利用期間が設定されている訓練等給付について、標準利用期間の範囲内で、適切なサービ

ス提供期間を設定し、標準利用期間を超えて支給決定の更新を行おうとする場合には、本市がその必要

性を審議することとしております。

このたび、上記案件について、審議に用いる資料として、以下のとおり統一様式を定めましたので、

以下に定める期日以降は、必要事項を記載のうえ提出をお願いします。

１ 様式

（１）暫定支給決定から本支給決定への移行

暫定支給決定から本支給決定への移行する場合、「アセスメント内容、個別支援計画、及び計

画に基づく支援実績と評価結果」を事業所の提出書類としておりましたが、この度、「計画に基

づく支援実績と評価結果」の様式として、「訓練等給付における暫定支給決定期間の利用にかか

る評価結果報告書」を定めました。

なお、同様式は、審査に必要な最低限の内容に係る共通部分として定めたものであるため、

その他に必要な事項があれば、任意様式で別途提出を求める場合があります。

（２）標準利用期間延長 

この度、「訓練等給付における標準利用期間終了にかかる評価結果報告書」を様式として定め

ましたので、標準利用期間を延長する場合は、同様式の提出をお願いします。 

なお、同様式は、審査に必要な最低限の内容に係る共通部分として定めたものであるため、

その他に必要な事項があれば、任意様式で別途提出を求める場合があります。

２ 提出先

支給決定をした区役所・支所になります。 

３ 提出開始時期

  令和３年４月１日から（事業所側の希望によってこれより前に提出することは可能）
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